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（フロンティア戻業経済研究 第17巻第1号 2013.4)

［ 報告論文）

てんさい栽培における省力技術の導入が畑作経営に与える影響

北海道立総合研究機構十勝混業試験場 山 田 洋 文

The Effect of Labor-saving Technologies on Upland Farms 
- A Case of Sugar Beet Cultivation in Hokkaido -

Hirofumi Yamada 
Tokachi Agricultural Experiment Station, Hokkaido Research Organization 

Summary 
The purpose of this paper is to evaluate productivity in sugar beet production by setting seedlings in 

paper-pots and the impact of other labor-saving technologies on upland farms. Two analytical approaches 

were employed. First, the production cost per weight of sugar beets was adopted as an index of 

produc廿vity. Second, linear programming was utilized in order to ascertain optimum cropping 

composition and the working hours needed to m訟血ize income. 

The following conclusions were obtained: 

(1) The introduction of labor-saving technologies shortens working hours and reduces the production cost

per weight in sugar beet production It should be stressed, however, that it is necessary to maintain a

certain yield in order to reduce the production cost per weight 

(2) A combination of labor-saving technologies contributes to increased income. Furthermore, it became 

clear that the adoption of these technologies, by maximizing the utilization of one' s core labor force, also 

makes it possible to eゅand the acreage of sugar beets under cultivation.

The paper concluded that the continued introduction of labor-saving technologies will be indispensable 

for the stable production of sugar beets. 

I 背景と目的

本道におけるてんさいの作付面積は、 昭和59

年の 7 万5,ll7haをピ ー ク と して縮小傾向にあ

り 、 平成23年には 6 万419haとなっている。 現

状のてんさい栽培では、 紙筒を用いた移植栽培が

作付面積の 9 割で採用されてお り 、 生育期間の延

長による増収等の効果がもたらされている。 一方

で、 移植栽培の採用 により 、 重労働を伴う苗作り

や移植作業が必要 となる う え、 育苗時や移植後の

生育期間中には複数回の施肥と防除が不可欠とな

る。 そのため、 志賀 [ 5 ] が指摘するよ う に、 作

付面積の縮小は、 労働力不足を背景と した労働負

担感の増加や資材価格の高騰を背景と した収益性

の変化による作付意向の低下が大きな要因となっ

ている ぼ1) 。

こうしたなか、 てんさい栽培においては、 いわ

ゆる省力技術 （注2) と し て、 軽量苗の利用、 秋期の

- 29-



ブ ラ ウ を用いた耕起 を省略する簡易耕、 10a当た

り散布水量の低減を伴った減肥 ・ 減位散布 （除草 II 分対fの対象と方法
剤 、 防除） お よび作業の外部化である育苗セン
ターの利用や委託 （収穫） の導入がみられ、 省力

化と低コス ト化による安定生産への寄与が期待さ

れている。 梶山 ( 4 ) は、 てんさい栽培において

想定される省力技術を導入 した栽培体系につ いて

提示し、 定泊の可能性を検討している。 また、 北

海道立農業試験場を中心に、 直播栽培の導入によ

る省力化の検証、 経済性および経営評価を実施し

た研究が密積されてきた （原 [ 1 ) 、 稲 野 ら

[ 3 ) ) 。 しかし、 最近まで、 移植栽培における

省力技術の導入効果を検証 した研究は、 多畦収穫

機の導入と定着の可能性を検討した樋口 ら ( 2 )

の成果等に と ど ま っ て いた。 そのため、 今後のて

んさいの安定生産を考慮すれば、 移植栽培におけ

る省力技術の導入による省力化と低コス ト化の可

能性を検証し 、 畑作経営にいかなる影響が及ぼさ

れるのか明 らかにする必要がある。

そ こ で、 本稿では、 てんさい移植栽培を対象

に、 省力技術の導入による経済性について生産費

を用いて評価する とともに、 線形計画法の援用に

より畑作経営が省力技術を導入した際の作付構成

の変化とその所得額および総労働時間を明 らかに

する。 これにより、 安定生産に向けた課題を整理

する。

注 1) 志賀 [ 5 ] は、 てんさ い作付面積の縮小要

因について、 北海道十勝管内消水町における

開査事例に基づいて、 てんさいの収益性が畑

作物のなかで相対的に低下したこと 、 移植栽

培の労働負担感が増加したこと 、 経営規模を

拡大した後の作付比率が低下している こ と 等

があると指摘している。

注2) 本稿の調査対象経営では、 記述した省力技

術の導入がみられる。

1 分析の対象
本稿では省力技術導入による影響を明らかにす

るため、 調査対象 と して、 十勝および網走地域に

お い て、 移植栽培を採用し、 本稿で対象とする省

力技術を導入するとともに、 所在している各市町

村におけるてんさいの平均作付面積 ほ3) を有する

経営を選定した。 なお、 調査対象経営は、 省力技

術導入による省力化と低コス ト化の可能性を検証

するため、 各地域の農業関係機関より推囮を受け

た優良事例である。

調査対象 と した 3 経営の経営概況と特徴、 導入

している省力技術と導入目的を表 1に示した。 こ

れによると 、 経営主の年齢は49歳か ら58歳で、

基幹労慟力は 1 -- 3 名であった。 経営耕地面和は

25.6 -- 4 2.2ha、 て ん さ い の作付面積は7.7-

12 . l ha、 作付割合は23.8 -- 4 2. 4 % と な っ て い

る。

No. l 経営は基幹労働力1 名であり、 複数の省

力技術を組合わせて採用する経営である。 No. l 

経営では、 若年 従事者がいないオベレーター 1 名

の経営であり、 秋期の労働競合の回避や管理作業

の効率化を目的に、 簡易耕や減量散布を導入して

いる。 また、 苗作り作業における人員確保が困藷

であるこ と を行景に軽駄苗を利用 している。 No.

2 経営は基幹労働力2 名であり、 作業の外部化を

中心にした経営である。 No. 2 経営では、 ながい

もを収入の柱と考えるなかで、 作付けを行い、 春

期に種子の準備と融祖剤散布を実施している。 そ

のため、 育苗センターを利用しており、 春期の労

慟競合回避を目的としている。 No. 3 経営は基幹

労働力3 名であり、 作業の効率化に加えてコス ト

の削減を重視した経営である。 No. l および 3 経
営では土壌診断を実施しており、 施肥作業の効率

化 と コ ス ト削減のために、 減肥を実施している。
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表1 調査対象経営における省力技術の導入経緯と導入目的
燐没N_o_. No. 1 No.2 

社苫ュヰ胃
基幹労働力
っち、 OP数
補助労働力
経営耕地面租

�
ha) 霞てんさい作付面積 (ha ) 

てんさい作付面積割合 （％） 

経営の特徴

導入している省力技術

省力技術の導入目的

55 
2 
2 

32.5 
7.7 
23.8 

, .. ,、58 
I 
I 

簡：言こ：ー （怠品 減肥•秋期の ・施肥作 中心とし
•作業負 業の効率 た作業時 労働競合 •秋期の ・施肥作

業の効率労働競合 の回避 労i動競合荷の軽減 化とコスト 問の短 化とコストの回避 削減 縮、管理 （苗作りの の回避 削減

ながいもを
作付けしている

No 3 -�-- , 49 
3 
3 
I 

42.2 
12.l

•土壌診
断を実施
している

作業の効 省略）
注l) 聞き取り調査により作成。
注2) 経営耕地面積、 てんさいの作付面積は、 平成21年の値。

2 分析の方法

本稿では、 以下に示すねらいのも と、 2 つの分

析を実施する。

第一に、 てんさい栽培に省力技術を導入するこ

とによる、 省力化と低コス ト化の可能性について

検証する。 具体的には、 てんさいの重量当たり生

産費の低減を確認することであり 、 方法として、

調査対象経営のてんさい栽培について、 『牒産物

生産費調査 （農林水産省）』 に準じて、 10a当た

りの投下労働時間と全算入生産費を計測し、 『農

産物生産費調査』 の平均値と比較検討を行う 。

第二に、 てんさい栽培における省力技術の導入

が、 畑作経営の作付構成、 総労働時間および所得

に与える影響を明らかにするとともに、 収品水準

別に想定される作付構成について検討する。 具体

的には、 調査対象経営および十勝地域の畑作経営

を参考に、 線形計画法を援用して畑作経営モデル

を策定し、 作付構成等を算出する。 この際、 恨行

モデルを策定する と ともに、 以下に示す省力技術

の導入を想定した生産ブロセスを組み込んだ畑作

経営モデルを策定し、 比較検討を試みる．

分析に用いた畑作経営モデルは、 十勝中央部の

平均規模で あ る 40haの畑作専業経営とし、 基幹

労慟力は1名ないし 2 名、 補助労働力は 1 名、 臨

時雇用は 4 月 上旬� s 月 上旬に 3 名、 その他の期

間 に 2 名の利用が可能とした。 選択できる作物

は、 てんさい、 秋播小麦、 大豆、 小豆、 金時、

食 • 加工用ばれいしょ 、 でん粉原料用ばれいしょ

およびスイートコ ー ンとした。 各作物の利益係数

および労働係数は山田 [ 7 ] に準じ、 「農業者戸

別所得補償制度」 の対象作物の利益係数について

は、 数砿払を反映させた。 生産ブロセスは、 現実

再現性を高めるために 、 十勝地域の畑作経営にお

ける作物選択のプロセス設定例 [6 ] を参照し、

秋播小麦の連作に係る生産ブロセス を設定すると

ともに、 食 • 加工ばれいしょ については収穫時期

を考隊し早生、 中生、 晩生の生産プロセスを設定

した。 表 2 には、 省力技術として減肥 ・ 減是散布

を導入した場合の単体表初期解 （抜粋） を示し

た。 制約条件は、 調査対象経営への実態調査に基

づき下記の と お り 設定した。 秋播小麦の前作は金

時、 食 • 加工用ばれい し ょ （早生の一部） 、 ス

イー ト コ ー ン と し、 秋播小麦の連作は1 / 4 まで

許容した。 豆類は経営耕地面積の1/4 まで作付

可能とし、 小豆は 8 年 1作とした。 根菜類は経営

耕地面積の 1 / 2 を作付けの上限 と し、 ばれい

しょ は経営耕地面積の 3割を上限とした。
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こ こでは、 省力技術の導入効果について、 導入

バターン毎の効果を比較する こ とを目的に、 複数

の畑作経営モデルを策定し、 最適解を算出する。

そのため、 選択できる生産ブロセ ス を あ ら か じ め

限定し、 設定した生産ブロセス に採用する省力技

術は、 調査対象経営において導入 • 利用されてい

る省力技術を選定する と と も に、 以下の特徴 を も

み）

たせた （表 3 ) 。 「減肥 ・ 減兄散布 （除郎剤の

の導入」 に よ る 畑作経営モデルの策定に当

たっては、 散布に係る投下労働時間の短縮を反映

さ せて労働係数を減少させる と と も に、 肥料、 農

薬等の使用量の減少を反映させて利益係数を増加

さ せた生産ブロセス を組み込んだ。 「育苗セン

ターの利用」 の畑作経営モデルの策定に当たって

は、 苗作 り に係る投下労働時間の省略を反映させ

て労働係数を減少させる と と も に、 利用料等の発

生を見込んで利益係数を減少させた生産ブロセス

を組み込んだ。 「省力技術の組合せ」 は、 育苗セ

ンターの利用と減肥 ・ 減量散布を組合せた畑作経

営モデルとし、 上記と同様に労働係数および利益

係数を減少させた生産ブロセス を組み込んだ。 さ

ら に、 収穫の委託についても選択の可能性を検討

表2 減肥 • 減量散布導入時における畑作経営モデルの単体表初期解 （抜粋）
' >  • ● ● 7 • 

算肥•誡
●●● 貪·鱗エ
U●鑽 小糞 か鸞 大 +I 會彎 屠ばれい -· でん＂鳳

＂屠ばh スイート ●月上働 ... 9.11下鱒
のみJ纏 直乍 しょ,. いしょ ,,_ン m ●●

入 !I;) 

60,186 64,097 28,063 28,063 49,760 47,225 37,108 63,136 •. 
I I I I I I I I 

0.250 -0.250 -0.250 -0.250 0.750 0.750 0.750 -0.250 
-0.125 -0.125 -0.125 -0.125 0.125 0.875 -0.125 -0.125 

-0.� 1.000 
1.000 -1.000 -1.000 

0.500 0.500 -0.500 -0.500 -0.500 0.500 -0.500 0.500 
-0.300 -0.300 -0.300 -0.300 -0.300 -0.300 -0.300 0.700 
2.003 2.003 0.080 0.080 

1) 1● .. ＂
定重項 ●儡 lffl 

利益鐸量
経冨欝鰻iii積
豆謂f�f,f上隕制約
小豆tr付上庫綱約
，， 鸞遍作鯛約
小震前作
桟鵞襲fj,:付上限綱的
ばれいしょ作付上霞鯛約
3月中旬 168 

32 II月中旬
33 4月上旬雇用

42 9月下旬雇Ill 128 .: 

注） てんさ い利益係数は、 各生産ブロセスにおいて以下 の と お り 設定した・ 「慣行J 60,186円、

「減肥 ・ 減量散布 僑澤剤） のみの導入」 64,097円、 「育苗センターの利用J 56,069円、

「省力技術の組合せ」 59,970円、 r収穫委託料金3,500円/lOaJ 57,200円

400 

176 
128 

-
>』
A
N-
＞
A』
>
と

N-
N-

J<l,111 19,128 - 8 00  
I I 

-0.250 -0.250 
0.125 -0.125 

-soo 

-1.000 
0.500 -0.500 
0. 700 -0.300 

0.080 0.080 0.167 0.170 0.170 

表3

粍営耕地面積
基幹労働力
補助労働力
雇用期間

人数
I―てんさい（慣行）
てんさい（減肥＋減量散布（除草剤のみ）
てんさい（育苗センクー ）
てんさい（省力技術の組合せ）
澁菜i収穫委託料金3,500円/!Oa

且
食•加工用ばれいしょ
でん粉原料用ばれいしょ
スイードコーン

「O」 はブロセスと して設定した作且

娯
尉

作
物
の
選
択

注）
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するため 、 収穫委託料金を3,500 円/lOaとした

生産プロセスも組み込んだ。 また、 「農業者戸別
所得補償制度」 下では、 数量払いの設定により 、

単収の増加に伴っ て、 畑作物の粗収入が増加する

仕組みとなっている。 そのため、 こ こでは、 省力

技術と して育苗センターの利用を前提に、 収塁水

準別にみて所得最大化を実現する作付構成を検討

した。

注3) て んさい栽培農家における1戸当たりの平

均作付面積 （平成23年） は、 No. l が位置す

るA町で9.18ha/戸、 No.2 経営が位樅する

B町で7.4lha/戸、 No. 3 経営が位置するC

町で10.20ha/戸となっている。

No. I 経営は、 省力技術の組合せにより 、 生産

費調査結果と比ぺて、 投下労働時間を短縮させて

いる。 これは、 簡易耕による耕起 ・ 整地時間の短

縮、 減塁散布による除草、 防除時間の短縮によ

る。 No. 2 経営は、 作業の外部化により 投下労働

時間を大幅に短縮させている； これは、 苗 作 り の

省略による育苗時間の短縮、 収穫の外部化に伴う

収穫時間の省略による。 No. 3 経営は、 生産費調

査結果とほぽ同等であった。

2)物財費

物財毀の特徴は以下のとお り である （表5) 。

No. l 経営の物財賀はほぽ同等であった。 ただ

し、 No. l 経営は土壌診断に基づいて基肥の施用

呈を削減する ことによって、 肥料費の低減を可能

にしているため、 平成21年産肥料費の水準より

皿 結果 も 低 か っ た。 No.2経営の物財毀は増加してい

た。 これは、 委託に伴う種苗費 と賃借料および料

1 .  てんさい栽培における省力技術導入の効果 金の増加による。 No. 3 経営の物財費は減少して
いた。 これは、 基幹労働力が多く旧型の作業機に

1 ) 投下労働時間 対応できるため、 更新期間の延長が可能で あ り 、

投下労働時間の特徴は以下のとお り である （表 農機具黄を低減させている こ とによる。 また、

4 ) 。 No.3 経営の肥料費は減肥の実施に伴い、 平成21

年産肥料費の水準よりも低かった。

表4 調査対象経営における投下労働時間
単位：時間/lOa

農家No. No.l No.2 No.3 生産費
國査結是

育苗 2.91 1.34 3.49 3.25 
耕起・整地 0.39 0.82 0.60 0.83 
基肥 0.47 0.42 0.38 0.57 
定植•播種 2.07 3.04 3.82 2.75 
除草 1.27 2.49 3.79 2.68 
追肥 0.00 0.00 0.00 0.03 
防除 0.33 0.32 0.20 0.51 
収穫 1.33 1.33 2.65 
生産管理 0.95 0.34 0.34 0.38 
その他 0.31 0.20 0.17 0.31 
間壁登働 1.42 0.59 0.85 0.74 

合計 11.43 9.55 14.97 14.70 
2ち、厘用 0.80 1.14 6.85 1.33 

生産費調 78 65 102 100 査
注） 表中の 「生産衣調査結果」 は 『農産物生産調査』

（農林水産省） による平成21年謂査結果を示した．

3)労働費

労拗費の特徴は以下のとお り である （表 5 ) 。

No. 1 経営は、 家族労働費が低減していた。 こ

れは、 家族および雇用による投下労働時問の短縮

による。 No.2 経営は、 家族労働費が低減してい

た。 これは、 作業の外部化により 、 家族による投

下労働時問の大幅な短縮による。 No.3 経営は、

家族労働費は低減していた。 雇用労働費は増加し

ていた。 これは、 作付面積が大き く 、 補助的な作

業における雇用労働力の依存を高めている こ とに

よる。
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4) 全算入生産費

全算入生産蚊の特徴は以下の とおりである （表

5 ) 。

No. l 経営およびNo. 2 経営では、 全鉢入生産

費が低減している。 これは、 家族労働費の低減が

寄与している。 No. 3 経営では、 全算入生産費が

低減してい る。 これは、 物財費の低減が寄与して

いる。

5) 重量当たり生産費

頂昴当たり生産費の特徴は以下 の と おりである

（表5) 。

No. l 経営およびNo. 2 経営では、 重泣当たり

生産費が低減している。 これは、 全国平均値に対

して、 全冗入生産費が低いこ と と 単収が高いこと

が彩響している。 No. 3 経営でも 、 重只当たり生

産費が低減している。 これは、 単収が同等である

ものの、 全国平均値に対して、 全鉢入生産費が低

いことが影響している。

表5 調査対象経営における全算入生産費
坐位：円/JOa

農家No. No.I t\o.2 生駈費
No.3 琶迂g儡

2,115 3,479 2,128 2,525 
13,966 28,917 26,343 22,9認

28,582 
10,518 5,745 6,803 9,344 

418 8,208 3,440 3,007 
20,733 7,397 6,405 13,478 
17,033 15,502 14,916 14,409 
糾，783 69,248 60,035 65,691 
17,276 13,657 13,192 21,852 

750 814 5 394 I 502 
!!2,809 83,719 78,621 89,045 

3,732 3,4祁 3,253 3,370 
s,ooo 11,000 8,400 8,868 

94,541 98,155 90,274 101 ,284 
93 97 89 100 

6,500 6,537 6,159 6,078 
14,545 15,015 14,657 [6,664 

87 90 88 100 

2 省力技術導入による畑作経営への影響

1 ) 作付構成、 総労働時間および所得額の比較検討

省力技術を導入した畑作経営モデルについて、

線形計画法により求めた最適解を表 6 に示した。

( 1 ) 減肥 ・ 減泣散布

基幹労働力の多寡にかかわらず、 作付構成に変

化が認められず、 所得は増加し、 総労働時間は同

等であった。 所得は、 肥料裁、 農薬費等の減少に

伴 う て ん さ い部門の比例利益が高まったことによ

る。 これは、 No. l 経営およびNo. 3 経営の生産

贄調査の結果を反映している。

( 2 ) 育苗センタ ー

基幹労働力 1 名 の場合では、 春期の労働競合が

緩和されるこ と か ら 、 て ん さ いの作付面積の拡大

が見込まれた。 この要因として、 省力的で相対的

に収益性の低い秋播小変やスイ ー ト コ ー ンの作付

面積が縮小するこ とが考えられ、 特に、 秋播小麦

の作付け縮小による追肥作業の労慟時間が短縮す

るこ と か ら 、 小豆の春作業時間の確保が可能にな

り、 作付面積が拡大する といえよう （表6 ) 。 こ

の場合、 所得と総労働時間は削加する。

基幹労働力 2 名の場合では、 てんさ いへの僅き

換えが認め られず、 この要因として、 労働時間の

緩和に起因して、 作付構成に変化が生じないこと

が考えられる。 この場合、 所得と総労慟時間は減

少するが、 これは、 利用料金の発生に伴うてんさ

い部門の比例利益が低下するこ と に よ る も のであ

る。 これは、 No. 2 経営の生産費調査の結果を反

映している。

( 3 ) 上記省力技術の組合せ

基幹労働 力 1 名 の場合では、 てんさ いの作付面

積の拡大が見込まれた。 これに伴い 、 育苗セ ン

ターのみを利用したケースよりも、 所得の増加が
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表6 畑作経営モデル分析の結果

累葬努冨'Ji1苓 窟砕努蜀万2苓
核肥・減 減肥·減

モデルの内容 量散布 育苗セン 量散布 育苗セン
慣行のみ （除卒剤 クーの利 省力技術 慣行のみ （除草剤 クーの利 省力技術

のみ）の 用 の組合せ のみ）の 用 の組合せ
導入

総労働時間（時間） 2,542 2,511 2,652 2,652 2,801 2,800 2,689 2,686 
粗収益（千円） 32,783 32,783 33,833 33,848 33,629 33,622 3S,629 33,629 
変動費（千円） LS,361 15,159 16,065 15,788 15,487 15,169 15,817 15,504 
固定費（千円） 10,860 10,860 10,738 10,738 10,860 10,860 10,738 10,738 
所得（千円） 6,562 6, 763 7,030 7,322 7,282 7,593 7,074 7,387 

てんさい（慣行） 5.1 "'**"' 8.0 t-.tt 

てんさい（減肥＋減量散布（除草剤のみ 5.1 8.0 
てんさい（育苗センター） 7.2 8.0 
てんさい（省力技術の組合せ） 7.2 8.0 
てんさい（収穫委託料金3,500円/JOa) **** **** 

;; 
秋播小麦 11.1 11.l 9.9 9.9 8.7 8.7 8.7 8.7 
大豆 6.5 6.5 5.7 5.7 10.0 10.0 10.0 10.0 
小豆 35 3.5 4.3 4.3 ＊＊＊＊ **** u++ **** 
金時 I鼻u ＊皐ネネ **** ＊＊＊事 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ **** ＊＊＊＊ 

食•加工用ばれいしょ 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 
でん粉原料用ばれいしょ **** **** **** す＊＊＊ ........ ＊＊＊＊ 卓＊＊＊ **** 
スイートコーン 1.7 1.7 0.8 0.8 1.3 1.3 l.3 1.3 

注1) 経営耕地面積は40ha、 補助労働力 は 1 名を前提としている。

注2) 「 •」 は代替案として設定しなかっ た作物を、 r****」 は選択されなかった作物を意味する。

注3) 整数計画法により、 収穫機の固定贄を鑑みた場合、 収穫委託料金が3,500円/lOaでは収穫の委託が採用 される。

期待できる 。 総労働時間は育苗センターのみを利

用したケースと同等である。 これは、 利用料金の

割り増し分を肥料費等の低減で補うことが可能と

なり、 てんさい部門の比例利益が高まったことに

よる。

基幹労働力2 名の場合では、 作付構成に変化が

生じないことが見込まれた。 所得は育苗センター

のみを利用するケースよりも 、 所得の増加が期待

できる。 総労働時間は育苗センターのみを利用し
たケースと同等である。 これは、 利用料金の割り

いことが見込まれた。 一方 、 基幹労働力2名の場

合では、 「 農業者戸別所得補償制度」 交付金の豆

定根拠となった6,200kg/10a以上になると、 て

んさいの作付面積が拡大することが見込まれた。

このことは、 「農業者戸別所得補倭制度」 下にお

いて、 数嚢払いの邸定根拠となった基準を超え、

単収の向 上 を 目 指すことにより、 作付面積の拡大

が可能になることを示唆する ものである。

増し分を肥料費等の低減で補うことが可能とな W 要約と含意

り、 てんさい部門の比例利益が高まっ たことによ

る。

2)収量水準別にみた作付構成のシミュレーション
作付構成のシミ ュ レー シ ョ ン結果は以下のとお

りである （図1) 。 モデル分析の結果によると、

基幹労働力1名の場合では、 保有している労働力

に制約があるため、 てんさいの単収が増加しても

作付面積は拡大せず、 作付構成も大き く 変化しな

本稿では、 てんさい移植栽培の安定生産に向け

た課題の整理を目的に、 省力技術の苺入による 経

済性について生産費を用いて評価するとともに、

線形計画法の援用により畑作経営が省力技術を導

入した際の作付構成の変化とその所得額および総

労働時間 を明らかにした。 得られた結論は以下の

とおりである。

第ーに、 「股業者戸別所得補償制度」 のもとで

- 35 -



40

35
30
25

20
15
10
5

 

4
]，

 
Cha

作
付
構
成

てんさい
↓スイートコーン

↑ でんl飢原料用

食•加工用ばれいしょ ばれいしょ

小豆
大豆

秋播小麦

4゚,000 5,000 6,000 7,000 8,000 

てんさい単収 (kg/!Oa)

〔基幹労働力1 名 〕

40

35

30

25

20

15

10

 

佃

作
付
構
成

てんさい

↓ スイートコーン

大豆

5 
1 

秋播小変

4゚,000 5,000 6,000 7,000 8,000 

てんさい単収 (kg/lOa) 

（基幹労働力2名）

図 1 収量水準別にみた作付構成の

シミュレーション
注） 本シミュレーションは省力技術として、

育苗センターの利用を前提としている．

は、 利潤を形成するために、 重旦当たり 生産費の

低減が不可欠である。 これには、 全国平均と比ペ
て、 全算入生産費を低く す る こ とが必要である。

優良経営における生産費調査をとおして、 省力技

術を導入す る こ とにより 、 労働時間を短縮させる

と と もに、 減肥等の実践によ り 物財費を抑制する

こ とが、 全”入生産費の低減を可能にする こ とが

確認された。 また、 省力技術の導入 と と もに、 全

国平均と比ぺて同等以上の単収を確保す る こ と も

頂要である。

第二に、 省力技術の組合せにより 、 利用料金の

割 り 増し分を肥料費等の低減で補う こ とを可能に

し、 所得が増加する こ とが示唆された。 また、 省

力技術 として育苗セ ン タ ーの利用を前提 とする

と、 基幹労働力1名の場合では、 春期の労働競合

が緩和 さ れ る こ と か ら 、 てんさいの作付面積が拡

大する こ とが見込まれた。 基幹労働 力 2 名の場合

では、 根菜類の四き換えが認められず、 作付構成

に変化が生 じないこ とが見込まれた。 ただし、 全

国平均と比べて同等以上の単収を確保す る こ と

で、 根菜類での置き換えが進展し 、 てんさい作付

面積の拡大が見込まれる こ と を確認した。

以上のように、 省力技術の導入は、 全詳入生産

費の低減に奇与し、 複数の技術を組み合わせ る こ

とにより 、 所得面での効果が期待できる。 また、

省力技術の導入は 、 保有労働力が少ない経営で

も 、 現状にお ける平均作付面積の 7 ha程度を維

持できる可能性 を も つ こ とが示唆 さ れ た。 た だ

し、 これには、 全国平均と比べて同等以上の単収

の実現が必要になるといえる。 てんさいの安定生

産には、 優良布例における省力技術を本道の9 割

を占める移植経営に定沿させていく こ とで、 労働

負担感の払拭と生産コ ス トの抑制を図るこ とが要

開される。
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